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今週のキーワード 本 来 の 意 味 は事 業 再 構 築 、再 編 成 だ が、人 員 削 減 の 悪 い印 象 がつ きまと う。 こ こ

数 年 、日 本 企 業 の国 際 競 争 力 の低 下 が 大 きな要 因 だ。厳 しい 国 際 競 争 による価

格 競 争 で製 品 単 価 の 下 落 に加 え、 歴 史 的 な 円 高 によ る 収 益 の悪 化 に 輪 をか け る

（ 国 内 生 産 縮 小 型 ） 。 国 内 で は 購 買 力 低 下 と 過 当 競 争 で 企 業 集 約 （ 合 併 型 ） 例

が 増 え た 。生 産 拠 点 の 海 外 移 転 が 、 国 内 の 雇 用 不 安 に つ な がる 悪 循 環 を断 ち 切

る事 業 再 構 築 の妙 薬 が見 つからない。 

リストラ 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

サービス付き高齢者向け住宅事業 
応募期間を来年２月まで３ヵ月延長 
 
国土交通省は「サービス付き高齢者向け住宅整

備事業」の応募・交付申請の受付期間を３ヵ月延

長している。応募・交付申請の受付は当初、今年

11月末までとされていたが、これを来年２月末ま

で延長する。 

この整備事業は、高齢者住まい法に基づいてサ

ービス付き高齢者向け住宅として登録を受けた

住宅に対し、建築費の10分の１、改修費の３分の

１（１戸当たりの上限100万円）を国が補助する

というもの。 

同事業は、高齢者の居住の安定を確保すること

を目的として、バリアフリー構造などを有し、介

護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提

供する「サービス付き高齢者向け住宅」を都道府

県知事へ登録し、補助・税制・融資による支援を

行うもの。 

登録基準は、住宅の床面積が原則25平方メート

ル以上、便所・洗面設備等の設置、バリアフリー

のほか、少なくとも安否確認や生活相談サービス

などを提供する必要がある。 

税制面では、所得税・法人税は、床面積25平方

メートル／戸（専有部分のみ）が10戸以上の要件

で、５年間、割増償却40％（耐用年数35年未満は

28％）、固定資産税は、同30平方メートル／戸（共

有部分含む）が５戸以上の要件で、５年間、税額

を３分の２軽減、不動産取得税は、固定資産税と

同じ要件で、家屋は課税標準から1200万円控除／

戸、土地は床面積の２倍に当たる土地面積相当分

の価額等を減額する。 

上場企業のリストラ計画、加速 
希望者・早期退職者募集も増大 
 

ソニー、パナソニック、ルネサスエレクトロニ

クスなど大手電気機器８社が相次いで人員削減

案（海外含め5万人超）を発表したのは今年初夏

だが、猛暑にシャープ・ショックがきた。 

振り返ると年初から4月と5月にかけ上場企業

の希望退職募集が開示され33社にのぼった。パナ

ソニック1000人（本社対象）、ルネサス5000人（そ

の後、5千数百人に訂正）、オリンパス100人。異

例なのはLIXIL（トステム・INAXなどの５事業統

合企業）の1884人で希望退職者が募集の２倍に膨

れた。募集人員を定めない日本電気は応募結果次

第で判断するという。 

しかしリストラ現象は夏を過ぎても収まらず、

シャープが情報開示したことで具体的な内容を

確認できた上場企業が50社に達した。これは前年

（累計58社）を上回る水準で推移している。 

シャープは国内対象が2000人だが、欧州を含む

グループ全体では5000人削減する計画だ。情報公

開では全体の募集人数（募集人数が不明の場合は

応募人数で計算）は1万5174人を数え、前年（8623

人）の1.7倍となった。募集人数の1万5000人超え

は、リーマン・ショックの世界同時不況で、上場

企業のリストラに拍車がかかった2009年（2万

2950人）以来、3年ぶりと、調査した東京商工リ

サーチが分析している。 

今、ルネサスとシャープの外資導入に世間は注

目するが、各分野の中小企業にも波及しリストラ

を迫られる厳しい状況下も要注意だ。 

税務会計 経      営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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